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令和2年度
日本学生支援機構奨学金

在学定期採用に係る
手続きについて

教育・学生支援部

学生支援課 経済支援係



日本学生支援機構貸与奨学金について

先輩

あなた

後輩

奨学金の循環運用

日本学生支援機構の貸与奨学金は
卒業後に返還する義務があります。

奨学金を借りるのも、
返すのも「皆さん自身」です。

借りすぎに注意し、
適切な金額を選んで申し込んでくだ
さい。

（貸与奨学金案内３頁参照）
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貸与奨学金の種類と貸与月額

（貸与奨学金案内7～9頁参照） 3

第一種奨学金【無利子】 平成３０年度以降入学者

貸与月額 貸与始期

自宅 通学 2万円、3万円、4万5千円から選択
4月

自宅外通学 2万円、3万円、4万円、4万5千円、5万1千円から選択

※選択する月額により、異なる家計基準が適用されます。
※給付奨学金と併せて採用になった場合、

給付奨学金の採用区分によって貸与月額に調整がかかります。

第二種 奨学金【有利子】

入学時特別増額貸与奨学金【有利子】

貸与月額 貸与始期

2万円から12万円までの1万円単位の金額から月額を選択 4月～9月で希望する月

貸与月額 貸与始期

10万円・20万円・30万円・40万円・50万円から選択
※初回振込時のみ

初回振込時



「地方創生枠」について
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「地方創生枠」

地方創生枠制度を利用し、候補者として決定している方

【提出書類】 「地方創生枠決定通知」を提出

第一種 奨学金【無利子】



「第一種奨学金」又は「併用貸与」

1年次

①高等学校又は専修学校高等課程最終2か年の成績の平均が、3.5以上

②①の基準を満たさない場合であっても、生計維持者の住民税が
非課税（市区町村民税所得割額が0円）である者、
生活保護受給世帯の者又は社会的擁護を必要とする者
（児童養護施設等入所者、里親による養育を受けている者等）で
あって、次のア又はイのいずれかに該当する者
ア．特定の分野において、特に優れた能力を有し、

特に優れた学習成績を修める見込みがあること
イ．学修に意欲があり、特に優れた学習成績を修める見込みがあること

③高等学校卒業程度認定試験合格者であること

貸与奨学金支給対象者の要件（学力基準）
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◇ ①～③のいずれかに該当すること

（貸与奨学金案内9頁参照）



「第二種奨学金のみ」

①出身学校又は在籍する学校における成績が平均水準以上と認められること

②特定の分野で特に優れた資質能力を有すると認められること

③学修に意欲があり学業を確実に修了できる見込みがあると認められること

③高等学校卒業程度認定試験合格者で①～③のいずれかに準ずると認められること

貸与奨学金支給対象者の要件（学力基準）
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◇ ①～③のいずれかに該当すること

（貸与奨学金案内9頁参照）



基準

学力 併せて貸与を受けることとなる奨学金の基準を適用

家計
認定所得金額が0円以下
※認定所得金額が0円を超えていても、公庫の「国の教育ローン」に申込みをしたけ
れど利用できなかった人は認定所得金額0円以下とみなす

入学時特別増額貸与奨学金

7
（貸与奨学金案内10頁参照）
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入学時特別増額貸与奨学金

自宅通学 自宅外通学

ア 「入学時特別増額貸与奨学金に係る申告書」
在学校から受け取り、
記入してください。

イ
融資できない旨を記載した公庫発行の通知文のコピー
（圧着はがきの場合は、申込者氏名が印字されている

宛名面のコピーも併せて提出してください。）
0円

ウ
「入学時特別増額貸与奨学金に係る貸与総額増額願」

（第二種奨学金及び併用貸与申込者のみ必要）
13,800円

スカラネット入力に入力後、
入学時特別増額貸与奨学金の書類提出が必要と在学校から連絡を受けた人は、
在学校が指定する期限までに、下表の必要書類（第一種奨学金はア及びイ、
第二種奨学金及び併用貸与はア～ウが必要）を不備なくととのえて提出してください。
提出後、入学時特別増額貸与奨学金が振り込まれます。
なお、学校からの連絡時期の都合上、原則として必要書類を提出できる時期は
採用後になるため、入学時特別増額貸与奨学金の振込みまでには時間を要する場合が
あります。

（貸与奨学金案内30頁参照）



公庫の融資の申込 入学時特別増額貸与奨学金の利用

前スライドの要件を全て満たしたが、審査の結果、
融資を断られた

〇（利用可）

前スライドの要件を満たしており公庫の審査の結果、
融資が受けられた場合

×（利用できません）

前スライドの要件を満たさないために、
融資を受けることができなかった場合

×（利用できません）

入学時特別増額貸与奨学金

9（貸与奨学金案内30頁参照）

１．借入申込世帯の年間収入（所得）金額が公庫の示す金額以内であること
２．借入申込金額が350万円を超えていないこと
３．使途が教育費であること
４．保護者等による申し込みであること
５．過去の公庫の「教育ローン」を利用していないこと

公庫が定める「国の教育ローン」の要件



日本学生支援機構給付奨学金について

日本学生支援機構の給付奨学金は

国の高等教育の修学支援制度のひとつとして、

国又は地方公共団体から対象となることの

確認を受けた学校の学生に対して、

原則として返還義務のない奨学金を

支給するものです。

（給付奨学金案内3頁参照）10



日本学生支援機構給付奨学金について

日本学生支援機構の給付奨学金は
国費を財源としています。

学業成績などが基準を下回る場合、
奨学金の支給を打ち切ることがあります。

やむを得ない理由がなく
学業成績が著しく不振の場合、
在学校から退学などの処分を受けた場合は、
返還が必要になることがあります。

（給付奨学金案内3頁参照）
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日本学生支援機構給付奨学金について

給付奨学金の支給対象の学生は、

授業料等の減免も同時に受けることができます。

※奨学金の申請とは別に

授業料減免の申込が必要となります。

詳細は授業料免除ホームページをご参照ください。

☞（http://www2.he.tohoku.ac.jp/menjo/）

（給付奨学金案内3頁参照）
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http://www2.he.tohoku.ac.jp/menjo/


奨学金の種類と給付月額
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給付奨学金

給付区分 自宅通学 自宅外通学

第Ⅰ区分
29,200円

（33,300円） 66,700円

第Ⅱ区分
19,500円

（22,200円） 44,500円

第Ⅲ区分
9,800円

（11,100円） 22,300円

※（）内の金額は生活保護を受けている生計維持者と同居している人及び
児童養護施設等から通学する学生



奨学金の種類と給付月額
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給付奨学金受給中の第一種奨学金の貸与月額

給付区分 自宅通学 自宅外通学

第Ⅰ区分 0円 0円

第Ⅱ区分 0円 0円

第Ⅲ区分
20,300円

（25,000円） 13,800円

※（）内の金額は生活保護を受けている生計維持者と同居している人及び
児童養護施設等から通学する学生



（１）学業成績等に関する要件（給付奨学金案内8、9頁）

☞スライド10～14

（２）家計に係る基準（給付奨学金案内9～12頁）

☞機構がマイナンバーにより審査を行います

（３）その他の要件（給付奨学金案内13頁）

☞スライド15～17

給付奨学金支給対象者の要件（基準）

15（給付奨学金案内8～13頁参照）



学力

1年次

①高等学校等における評定平均値が3.5以上であること、又は、
入学者選抜試験の成績が入学者の1/2以上の範囲に属すること

②高等学校卒業程度認定試験の合格者であること

③将来、社会で自立し、活躍する目的をもって修学する意欲を有して
いることが、学修計画書により確認できること

給付奨学金支給対象者の要件（基準）
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◇ ①～③のいずれかに該当すること

（給付奨学金案内8、9頁参照）



学力

2年次
以上

①GPA（平均成績）等が在学する学部等における上位1/2の範囲に属
すること
②修得した単位数が標準単位数以上であり、かつ、将来、社会で自立
し、活躍する目標をもって学修する意欲を有していることが、学習計
画書により確認できること

給付奨学金支給対象者の要件（基準）
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◇ ①、②のいずれかに該当すること

※GPA・修得単位数はともに「入学時から前年度（前学年）末までの累積」
※標準単位数以上でないことについて、

災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められる場合には、
修得単位数が標準単位数未満であっても
学修意欲を有することが確認できる場合は除く

（給付奨学金案内8、9頁参照）



学業成績の基準

廃止

①修業年限で卒業又は修了できないことが確定したこと

②修得した単位数の合計数が標準単位数の5割以下であること

③履修科目の授業への出席率が5割以下であること、

その他の学習意欲が著しく低い状況にあると認められること

④次に示す「警告」の区分に該当する学業成績に連続して

該当すること

給付奨学金支給対象者の要件（基準）
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※スライド9及び10に該当する場合であっても、在学中の学業成績等が
適格認定における「廃止」に該当する場合は支給対象外となります。

※修得単位数の判定は直近までの累計状況により判断

（給付奨学金案内8、9頁参照）



学業成績の基準

警告

①修得した単位数の合計が標準単位数の6割以下であること

②GPA等が学部等における下位1/4の範囲に属すること

※次のア、イに該当する場合を除く

ア 学修の成果を評価するにふさわしく、かつ職業に

密接に関連する資格等に充分に合格できる水準にある場合

イ 社会的擁護を必要とする者で、学修に対する意欲や態度が

優れていると認められる場合

③履修科目の授業への出席率が8割以下であること、

その他の学修意欲が低い状況にあると認められること

給付奨学金支給対象者の要件（基準）
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※スライド9及び10に該当する場合であっても、在学中の学業成績等が
適格認定における「廃止」に該当する場合は支給対象外となります。

（給付奨学金案内8、9頁参照）
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※ 「廃止」又は「警告」の基準に当てはまる場合であっても、
災害・傷病、その他のやむを得ない事由がある場合には、
「廃止」又は「警告」の区分に該当しません。

※ 編入学や転学をしている場合、
編入学や転学前の学校で成績不振による
「廃止」相当期間がある場合は採用となりません

（給付奨学金案内8、9頁参照）



大学等への入学時期に関する要件

A：高等学校等を初めて卒業（修了）した日の属する年度の翌年度の
末日から大学等へ入学した日までの期間が2年を経過していない人

（例）2018年3月に高等学校を卒業
→ 2020年度までに大学等へ入学した人
2016年３月に高等学校等を卒業
→ 2018年度末までにＡ短期大学へ入学し、

Ａ短期大学を卒業後１年以内にＢ大学へ編入学した人

給付奨学金支給対象者の要件（基準）
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◇ A～Cのいずれかに該当すること

（給付奨学金案内13頁参照）



大学等への入学時期に関する要件

B：高等学校卒業程度認定試験の受験資格を
取得した年度（16歳となる年度）の初日から
認定試験に合格した日の属する年度の末日までの期間が
５年を経過していない人
（５年を経過していても毎年度認定試験を受験していた人は含む）
で、かつ認定試験に合格した日の属する年度の翌年度の末日から
大学等へ入学した日までの期間が２年を経過していない人

（例）16歳となる2014年度から
５年を経過していない2016年度に認定試験に合格し、
2019年度末までに大学等へ入学した人

給付奨学金支給対象者の要件（基準）

22（給付奨学金案内13頁参照）



大学等への入学時期に関する要件

C：以下のａ～ｃのいずれかに該当する人
（その他、外国の学校教育の課程を修了した人など）

ａ 学校教育法施行規則第150条に該当する
高等学校等を卒業した人と同等以上の学力があると認められる
いずれかに該当する者として入学した人であって、
それに該当することとなった日の属する年度の翌年度の末日から、
大学等へ入学した日までの期間が２年を経過していない人

ｂ 学校教育法施行規則第150条又は第183条に規定するいずれかに該当する者として
入学した人であって、高等学校（中等教育学校の後期課程及び
特別支援学校の高等部を含む。）に在学しなくなった日の翌年度の末日から、
大学等へ入学した日までの期間が２年を経過していない人

ｃ 学校教育法施行規則第150条又は第183条に規定するいずれかに該当する者として
入学した人であって、入学した日が20歳に達した日の属する年度の
翌年度の末日までのもの

給付奨学金支給対象者の要件（基準）

23（給付奨学金案内14頁参照）



奨学金の種類（学部）

募集方法 募集時期 対象者

高校予約採用（貸与・給付） 高校在学中 高校から大学へ進学予定の方

在学定期採用（貸与・給付） 毎年春・秋
※貸与は原則春のみ

在学生

二次採用（貸与のみ） 秋 在学生

家計急変（給付）、
緊急・応急（貸与）採用

随時受付 家計が急変した在学生

※学力の審査により適格者を推薦します。

（貸与奨学金案内3頁・給付奨学金案内4頁 参照）
24
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提出書類について

26

※日本学生支援機構において、
貸与奨学金、給付奨学金それぞれで審査を行いますので
貸与奨学金と給付奨学金を併用して申し込みをされる場合は、
各1部ずつ書類をご用意ください。

※マイナンバーが記載されている書類は受領できません。
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給付奨学金における提出書類

希望者全員が提出する書類

1.日本学生支援機構奨学金申込確認票

2.スカラネット入力下書き用紙（コピー）※必要事項記入済みのもの

3.給付奨学金 2020年度確認書

4.大学等における修学の支援に関する法律による授業料減免の対象者の
認定に関する申請書（新様式１）

※1.～2.の記入例についてはホームページ上に記載しています。
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給付奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

5.令和元年度 課税証明書（学生本人）
未成年は125万円以上（所得）
成年は35万円以上（所得）を
超える場合

6.在留資格・在留期間を確認する書類 申込者本人が外国籍の場合

7. 「施設等在籍証明書」
「児童（里親）委託証明書」
「措置解除決定通知書」

申込者本人が社会的養護を必要とし、
18 歳となる前日に児童養護施設等に
入所していた又は
里親に養育されていた場合

※給付奨学金案内10～15頁を参照
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給付奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

8.生計維持者の「海外居住者のための
収入基準額算出ツール兼申告書」

生計維持者が海外に居住し、
2018 年1 月～12 月分の住民税が
課税されていない場合
（2019 年1 月1 日時点で

国内に居住していない場合）

9.マイナンバーを提出できない
生計維持者の「課税証明書」
「生活保護受給資格者証」及び
「マイナンバーに代わる提出書類」

生計維持者が事情により
マイナンバーを提出できない場合

※給付奨学金案内10～15頁を参照
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貸与奨学金における提出書類

希望者全員が提出する書類

1.日本学生支援機構奨学金申込確認票

2.スカラネット入力下書き用紙（コピー）※必要事項記入済みのもの

3. 2020年度第一種奨学金・第二種奨学金確認書兼
個人信用情報の取扱いに関する同意書【提出用】

※1.～2.の記入例についてはホームページ上に記載しています。

※給付奨学金と併せて申込をする際は、
給付奨学金案内在中のスカラネット下書き用紙に
ご記入ください。
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貸与奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

3.地方創生枠推薦者決定通知 地方創生枠申請者のみ提出

4.生計維持者の収入に関する証明書
（コピー可）

『貸与奨学金案内』31～34頁参照
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貸与奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

5.特別控除に関する証明書 貸与奨学金案内38頁を参照

①就学者（高校生以上）のいる世帯
兄弟姉妹（高校生以上）の
学生証のコピーまたは
在学証明書（原本）

②障害者のいる世帯 障害者手帳等のコピー

③介護認定者のいる世帯
介護認定証等のコピー
（要介護認定３以上対象）

④長期療養者（６か月以上）のいる世帯
(1)長期療養者控除申立書【所定用紙】
(2)領収書等のコピー（申立の証明書）
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貸与奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

⑤主たる家計支持者別居の世帯

(1)家計支持者別居（単身赴任等）に
係る控除申立書【所定用紙】

(2)最新１ケ月分の家計支持者の
給与明細のコピー

(3)単身赴任先での住居・光熱水料等に
かかる領収書のコピー

⑥申請日以前１年以内に地震・風水害等の
被害を受けた世帯

(1)り災証明書と被害により生じた実費を
証明する領収書のコピー
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貸与奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

7.在留資格・在留期間を確認する書類 申込者本人が外国籍の場合

8. 「施設等在籍証明書」
「児童（里親）委託証明書」
「措置解除決定通知書」

申込者本人が社会的養護を必要とし、
18 歳となる前日に児童養護施設等に
入所していた又は
里親に養育されていた場合

※貸与奨学金案内28、29頁を参照
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貸与奨学金における提出書類

該当者が提出する書類

9.生計維持者の「海外居住者のための
収入基準額算出ツール兼申告書」

生計維持者が海外に居住し、
2018 年1 月～12 月分の住民税が
課税されていない場合
（2019 年1 月1 日時点で

国内に居住していない場合）

10.マイナンバーを提出できない
生計維持者の「課税証明書」
「生活保護受給資格者証」及び
「マイナンバーに代わる提出書類」

生計維持者が事情により
マイナンバーを提出できない場合

※貸与奨学金案内28、29頁を参照
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申請書類の提出期限

【受付期間】
令和2年4月13日（月）～

5月1日（金）必着

【送付・提出先】
〒980-8576 仙台市青葉区川内４１
川内北キャンパス
教育・学生総合支援センター1F④窓口
東北大学 教育・学生支援部 学生支援課 経済支援係

（※土日・祝日は休業日となっております。）
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☞郵送にて提出する際は、
・『必要書類』
・『返信用封筒（角2・A4サイズ）』
※送付先住所・宛名・学籍番号を記載して

送付してください。

書類確認後、不備がなければ
スカラネット入力に必要なID・PW、
マイナンバー提出書及び
これからの手続きに必要な案内を送付いたします。
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郵送にて書類を提出する方は
返信用封筒に郵送物が確実に届く送付先を
記入すること。

※今後の奨学金のお知らせは
学務情報システム及び本学ホームページ上で
随時お知らせいたしますので
こまめに確認するようにしてください。

注意事項



39

書類等の確認のため、

(022)-795-7816
からご連絡を差し上げる場合が

あります。
※番号の登録をお願いします。
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以上となります。
期限に余裕をもった手続きを

お願いいたします。
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